
令和６年度　普通交付税算定結果　総括表
令和６年度 令和６年度 令和５年度

算定結果 当初予算(見込) 額 率（％） 算定結果 額 率（％）

A B C=A-B D=C/B E F=A-E G=F/E

510億9,897万円 504億5,329万円 6億4,569万円 1.3 503億9,931万円 6億9,966万円 1.4

6億7,642万円 6億3,730万円 3,912万円 6.1 13億9,453万円 △7億1,811万円 △51.5

504億2,255万円 498億1,599万円 6億　657万円 1.2 490億　478万円 14億1,777万円 2.9

351億5,184万円 352億1,999万円 △6,814万円 △0.2 348億9,318万円 2億5,866万円 0.7

152億7,071万円 145億9,600万円 6億7,471万円 4.6 141億1,160万円 11億5,911万円 8.2

0.000689246 － － － 0.000450869 － －

△3,475万円 － △3,475万円 － △2,210万円 △1,266万円 57.3

152億3,595万円 145億9,600万円 6億3,995万円 4.4 140億8,951万円 11億4,645万円 8.1

159億1,237万円 152億3,330万円 6億7,907万円 4.5 154億8,404万円 4億2,834万円 2.8

（注２）令和５年度算定結果は、令和５年８月の当初算定時の金額です。令和５年度は、国の補正予算に伴う再交付がありました。
　　　　（参考：令和５年度普通交付税決算額　１４６億２，８０２万円）

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）（上記ａ）及び基準財政収入額（上記ｄ）の内訳については別紙をご参照ください。

（注１）表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない場合があります。
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